
 参考１ 

平成１９年度九州電波監視業務統計 

 

図１－３　申告件数の推移

181
192

289
259 247

80
68

78

72
72

86166
16

33 53 36 34

３５３件３７５件
４２６件

３０９件２８３件

0

100

200

300

400

500

15 16 17 18 19 年度

件数

重要無線通信
一般無線
電子機器
その他

 

 

 

図１－１　申告の県別内訳
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図１－２　混信妨害を受けた無線通信等の内訳
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重要無線通信とは、航空無線、海上保安無線、及び消防・

救急無線等の人命の保護などに用いる無線通信をいう。



図２－１ 警察署・海上保安部との共同取締りによる摘発局数 
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図２－２ 不法無線局に対する指導局数 

738 930 1375 930 622

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

15 16 17 18 19年度

 

3

26

8

14

22

5

13

6

24
8

28

2514

26

22

38

87

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

件

15 16 17 18 １９年度

無免許の漁業用船
舶無線局など

不法ｱﾏﾁｭｱ局

不法ﾊﾟｰｿﾅﾙ無線

不法市民ラジオ

・不法ｱﾏﾁｭｱ局；免許を受けずに開局し、指定された以外の電波の使用により、 

警察、消防・救急用無線に妨害 

・不法ﾊﾟｰｿﾅﾙ無線；正規のﾊﾟｰｿﾅﾙ無線を改造し、指定された以外の電波を使用。 

携帯電話、防災行政無線に混信・妨害。 

・不法市民ラジオ；電力増幅器を付加し非常に強力な電波を発射。テレビ・ラジオ等に混信・妨害。

不法無線局に用いられるアンテナを搭載し

ている車両所有者等に警告文書により指導 



表３ 平成１９年度市民への周知・啓発実施結果 

内   容 媒  体  等 結 果 等 

民間テレビ放送局 ２３０回
テレビＣＭ放送 

屋外大型ビジョン ８，３４１回

ラジオＣＭ放送 民間 AM･FM 放送局 １５０回

新聞広告（日刊紙） 管内７県地元紙朝刊 ７紙

新聞広告（ＨＰ） 市町村 ７サイト

自治体広報誌等 市町村 ８１誌

国、自治体、郵便局、公益団体等 

高速道路サービスエリア 

駅 

６，１０３枚
ポスター掲示 

電車・バス中吊り ２，７３８枚

電波利用保護旬間（6月 1～10 日） ２２，０２１枚街頭キャンペーン 

（リーフレット配布） 受信環境クリーン月間（１０月） １９，２００枚

電波利用保護旬間（6月 1～10 日） ２１回
街頭キャンペーンの取材・放映 

受信環境クリーン月間（１０月） １８回

公共工事現場立看板 県等の工事現場 １６８本

電波監視施設の公開 － １３９名参加

 

図３ 平成１９年度流通分野への周知・啓発実施結果 

  

 

 

疑わしい機器が見つかった２９店舗の内訳訪問した６６店舗の内訳 
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一般国民が手軽に利用できる無線機器の中には、電波法への適合が疑わしいものも

多数あることから、家電量販店などの流通分野に対する電波利用ルールの周知・啓発

及び指導を強化することとしています。 




